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1 　はじめに
2003年 1 月，小泉純一郎首相による観光立国宣言があり，観光は重要な国家政策課題
となった。安倍，福田，麻生内閣においてもこの流れは踏襲され，観光立国推進基本
法の施行（2007年 1 月 1 日），観光庁の設置（2008年10月 1 日）まで，一本道であった。
そして今，鳩山由紀夫新内閣においても，観光は重要課題として位置づけられ，前原誠
司新国土交通大臣のリーダシップのもとでさらに積極的な展開を見せている。
本論文は，明治以来の観光政策のあゆみを踏まえたうえで，とくに新しい世紀に入っ
てからの観光政策の展開をふりかえりつつ，観光立国の意味を，地域振興，観光交流，
安全保障，の視点から問い直そうとするものである。観光振興の意味は，むしろ外貨獲
得や経済発展の範疇を超えたところに求められなければならない。
2 　わが国の観光政策の変遷
新井佼一（2009）は，明治時代から現在までのわが国の国際観光振興政策の歴史を整
理するに際して，以下に示すごとく，時代を 5 区分している。
①　明治維新から第二次世界大戦まで（1845～1963年）
②　終戦から東京オリンピック開催まで（1964～1987年）
③　東京オリンピックから海外旅行倍増計画まで（1964～1987年）
④　インバウンド振興の必要性の認識の深まり（1988～2001年）
⑤ 　ビジット・ジャパン・キャンペーン（Visit Japan Campaign ／ VJC）の必要性に
小泉首相が施政方針演説で言及して以来（2002年～）
ここでは，①②をインバウンドの時代，③④をアウトバウンドの時代，そして⑤を新
しいインバウンドの時代，と捉えることで，時代を 3 区分しつつ，考察のための基礎作
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業として，観光政策の歴史を整理することとする。
この間のインバウンドとアウトバウンドの人数については，図表 1 に示す。観光関連
の年表については，図表 2 ，図表 3 に示す。
図表 1 　訪日旅行者数と出国日本人数
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図表 2 　観光年表／2001年まで
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図表 3 　観光年表⑵／2002年以降／事項別
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2 － 1 　インバウンドの時代
向山秀昭（2007）は，明治の開国から1971（昭和46）年に日本人の外国旅行者数が訪
日外国人を凌駕するまでを，インバウンドの時代として括り，
「（観光は，）戦前においては殖産興業，富国強兵などの，戦後も貿易立国，国土開発，
農業支援などの後方にあって国の正面の政策として取り上げられることは少なかった。
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その中でも比較的力点が置かれたのは外国人の訪日促進による外貨の獲得である。明治
中期の喜賓会の設立から昭和初期の鉄道省国際観光局の設置，戦後の国際観光事業助成
法（略称）の制定から国際観光振興会の設立までの一連の政策である。しかし1971（昭
和46）年に日本人の外国旅行者数が訪日外国人を凌駕して以降この流れは停滞する。旅
行業の重点は日本人の外国旅行に傾斜し，政策面では国際的にも特異な日本人の外国旅
行の奨励策がとられた」
と指摘する。
ちなみに喜賓会の設立は1893年 3 月，鉄道省に国際観光局が設置されたのは1930年 4
月であった。国際観光事業の助成に関する法律は1949年12月12日の公布であった。
外貨獲得に力点を置くインバウンド重視の政策は，近代日本がスタートして以来，明
治，大正，昭和の時代を通して大きくは変わらず，第二次世界大戦の戦後も引き継がれ
た。
1963（昭和38）年 6 月20日に施行された「観光基本法」の第一章の総則から，観光政
策の目標と施策について見てみれば次の通りである。
第一条（国の観光に関する政策の目標）に，「国の観光に関する政策の目標は，観光
が，国際収支の改善及び外国の経済文化の交流の促進と，国民の保健の増進，勤労意欲
の増進及び教養の向上とに貢献することにかんがみ，外国人観光旅客の来訪の促進，観
光旅行の安全の確保，観光資源の保護，育成及び開発，観光に関する施設の整備のため
の政策を講ずることにより，国際観光の発展及び国民の健全な観光旅行の普及発達を図
り，もつて国際親善の増進，国民経済の発展及び国民生活の安定向上に寄与し，あわせ
て地域格差の是正に資することにあるものとする」，とある。
第二条（国の施策）には，「国は，前条の目標を達成するため，次の各号に掲げる事
項につき，その政策全般にわたり，必要な施策を総合的に講じなければならない」とあ
り，次の 8 つが挙げられている。
①　外国人観光旅客の来訪の促進及び外国人観光旅客に対する接遇の向上を図ること。
②　国際観光地及び国際観光ルートの総合的形成を図ること。
③　観光旅行の安全の確保及び観光旅行者の利便の増進を図ること。
④　家族旅行その他健全な国民大衆の観光旅行の容易化を図ること。
⑤　観光旅行者の一の観光地への過度の集中の緩和を図ること。
⑥　低開発地域につき観光のための開発を図ること。
⑦　観光資源の保護，育成及び開発を図ること。
⑧　観光地における美観風致の維持を図ること。
国の観光政策の力点が，まずは外国人の訪日観光（インバウンド）にあり，ついで日
本人の国内観光にあったことが見て取れる。欧米の例からも，国の観光政策としては，
経済的な目的でのインバウンド重視は，極めて当たり前の政策であった。ただ，日本の
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場合は，それが国の正面の政策として取り上げられることがなかったということである。
2 － 2 　アウトバウンドの時代
池田隼人内閣の下での国民所得倍増計画，1964（昭和39）年 4 月 1 日の日本人の海外
観光旅行の自由化，同年10月10日～24日の15日間にわたる第18回オリンピックの東京で
の開催，1970年の万国博覧会の大阪での開催，などを背景に，国民の海外観光旅行が加
速され，1971年には，ついにアウトバウンド旅行者数がインバウンド旅行者数を超える。
向山秀昭（2007）の指摘にあるように，1971年を境として，好調な伸びを示すアウトバ
ウンドを背景に，日本の観光行政は，世界に類のないアウトバウンドを基調とする観光政
策にシフトする。業界の観光経営も，アウトバウンドを基調とする経営戦略にシフトする。
1979年，JNTOの業務に日本人海外旅行対策業務が付加され，1987年，運輸省は「海
外旅行倍増計画／テン・ミリオン・プログラム」を策定，「1986年の日本人海外旅行者
約500万人を 5 年後の1991年までに1000万人に倍増する」と発表した。
製造業などでの輸出が好調で国際貿易収支が黒字であれば，収支バランスの観点から
は輸入への圧力がかかる。そんなときに，外貨減らしの特効薬として注目されたのがア
ウトバウンドの観光であった。
新井佼一（2009）は，海外旅行倍増計画の策定の経緯について，
「増大する対日貿易収支の赤字に耐えかねたアメリカからの日本に対する強い要請が
あり，1986年 4 月に元日銀総裁の前川晴雄氏が座長となってとりまとめた「国際協調の
ための経済構造調整研究会報告書」（前川レポート）には，「わが国の大幅な経常収支不
均衡の継続は，わが国の経済運営においても，また，世界経済の調和ある発展という観
点からも，危機的状況である」との指摘があり，これを踏まえ，貿易収支の黒字を旅行
収支の赤字の増大によって緩和することを目指して策定された」
と指摘している。
そのことの是非は別として，結果，世界に例のないアウトバウンド重視の政策がわが
国の観光政策の基調となり，1987年からの海外旅行倍増計画は，官民あげての取り組み
により1990年には予定より 1 年早く目標を達成している。
ただし，1990年代になると，「観光交流拡大計画」（1991年 7 月，運輸省策定），「ウェ
ルカムプラン21／訪日観光交流倍増計画」（1996年5月，運輸省策定），「外国人観光旅客
の来訪地域の多様化の促進による国際観光の振興に関する法律／外客誘致法」（1997年
6 月，制定），などに見られるように，インバウンドの重要性への認識の高まりも観測
することが出来る。
さらに，1998（平成10）年 3 月31日に閣議決定された第 5 次全国総合開発計画「21世
紀の国土のグランドデザイン―地域の自立の促進と美しい国土の創造―」では，第 2 部
が「分野別施策の基本方向」の第 2 章「文化の創造に関する施策」は，第 1 節「ゆとり
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ある生活空間の形成」，第 2 節「地域の個性を生かす新しい文化の創造と発信」，第3節
「国内及び国外からの観光の振興」の構成となっており，第 3 節では，「国際観光の振
興」と「国内観光等の振興」が提言されている。観光交流を地域振興に結びつける発想
を見て取れる。
2 － 3 　再びインバウンドの時代
2 － 3 － 1 　観光立国への助走
2002（平成14）年， 5 月31日から 6 月30日までの31日間，「2002FIFAワールドカッ
プ」が日韓の共催で開催された。開催を前にして，国や自治体において国際観光への関
心が一気に高まった。
同年 2 月 4 日，第154回国会での施策方針演説で小泉首相は，ワールドカップ・サッ
カー大会の開催に触れ，「海外からの旅行者の増大と，これを通じた地域の活性化を
図ってまいります」と言及した。政府と国交省をはじめとする観光関連省庁は，観光振
興への積極的な取り組みを開始した。
同年 3 月から 5 回にわたって副大臣会議が開催され， 7 月に「観光振興にかかわる副
大臣会議報告書」がまとめられた。これと平行して，内閣では「経済財政運営と構造改
革に関する基本方針2002」がとりまとめられた（2002年 6 月25日，閣議決定）。これに
基づき，同年12月，国土交通省は関係府省との協力で「グローバル観光戦略」を策定，
閣僚懇談会に報告した。
2 － 3 － 2 　住んでよし訪れてよしの国づくり
2003（平成15）年 1 月，第156回国会での施政方針演説では，小泉首相は，「観光の振
興に政府を挙げて取り組みます。現在日本からの海外旅行者が年間約1600万人を超えて
いるのに対し，日本を訪れる外国人旅行者は約500万人にとどまっています。2010年に
これを倍増させることを目標とします」と言及した。後に「2003年の観光立国宣言」と
いわれる言及であった。
同年 1 月14日，観光立国懇談会の開催が決定（内閣総理大臣決裁）， 1 月24日，木村
尚三郎座長（東京大学名誉教授／当時）を中心に第 1 回会合が開催された。 4 月24日，
第 4 回会合では，取り纏めのなった「観光立国懇談会報告書」が首相に手交された。そ
のサブタイトルが，「住んでよし，訪れてよしの国づくり」であった。第 4 回会合の議
事録には，「これは木村先生のキャッチ・コピーです」との島田晴雄座長代理（慶応義
塾大学経済学部教授／当時）の発言がある。
同年 5 月16日，「観光立国懇談会」の報告書を受け，「関係行政機関の緊密な連携を
確保し，観光立国実現のための施策の効果的かつ総合的な推進を図る」ことを目的に，
「観光立国関係閣僚会議」の随時開催が決定され（閣議口頭了解）， 5 月21日の第 1 回会
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議では，今後の取組みについて，以下の案が検討された。
① 　懇談会の報告書を受けて，まずは 7 月中を目途に，観光立国実現に向けたアクショ
ン・プログラムを策定する。
②　検討作業については，「観光対策関係省庁連絡会議」を活用する。
③ 　以後，社会情勢の変化，施策の効果，各界の意見等を勘案しつつ，アクション・プ
ログラムを改訂していく。
同年 8 月 1 日～ 7 日に開催された第39回観光週間では，「観光は，住んでよし，訪れ
てよしの国づくり」が統一標語とされた。
2004（平成16）年 1 月19日，第159回国会施政方針演説で，小泉首相は，「2010年に日
本を訪れる外国人旅行者を倍増し，「住んでよし，訪れてよしの国づくり」を実現する
ため，日本の魅力を海外に発信し，各地域が美しい自然や良好な景観をいかした観光を
進めるなど，「観光立国」を積極的に推進します」と言及した。「住んでよし，訪れてよ
し」は，観光立国推進の基本理念となった。
2 － 3 － 3 　ビジット・ジャパン・キャンペーン／ようこそジャパン
2002年12月の「グローバル観光戦略」を受けて，2003（平成15）年 3 月26日，「グロー
バル観光戦略を推進する会」が開催され，「ビジット・ジャパン・キャンペーン」につ
いて，事業の実施体制，15年度事業運営の基本方針と事業計画，ロゴ・キャッチフレー
ズ「YOKOSO JAPAN ／ようこそジャパン」が決定された。
4 月 1 日，実施本部事務局が都内に開設され，「2010年には1000万人を」を目標に，
ビジット・ジャパン・キャンペーンが始動した。現在，日本政府観光局（JNTO）海外
プロモーション部が，実施本部事務局としての機能を担っている。
2004（平成16）年 5 月17日，観光立国推進戦略会議の開催が決定（観光立国関係閣僚
会議申し合わせ）， 5 月24日，第 1 回会議が牛尾治朗座長（ウシオ電機株式会社代表取
締役会長）を中心に開催。
2 － 3 － 4 　観光立国推進基本法
2005（平成17）年 1 月21日，第162回国会施政方針演説で，小泉首相は，「ビジット・
ジャパン･キャンペーンの強化や姉妹都市交流拡大により，2010年までに外国人訪問者
を1000万人にする目標の達成を図るとともに，各地の個性を生かした観光地づくりを支
援する」と言及した。
2006（平成18）年12月13日，観光立国の実現に関する施策を総合的かつ計画的に推進
することを目的とする観光立国推進基本法が議員立法によって成立，翌2007（平成19）
年 1 月 1 日，施行された。
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2 － 3 － 5 　ビジット・ワールド・キャンペーン／もっと海外へ
2007（平成19）年6月26日，観光立国関係閣僚会議の第 5 回会合が開催され， 6 月29
日，「観光立国推進基本計画」が閣議決定。その中で，国際社会の中で日本の役割を高
め，相互理解を促進するためには，外国人の訪日旅行と日本人の海外旅行の相互交流の
振興が重要，との認識が示され， 5 つの基本目標が定められた。観光庁が当初にかかげ
た 5 つの目標は，これをひきついだものである。
これを受け，2008（平成20）年 4 月 4 日，外国人訪日旅行を促進する「ビジット・ジャ
パン・キャンペーン／ VJC」とならんで日本人の海外旅行を促進する「ビジット・ワー
ルド・キャンペーン／ VWC」がスタート。㈳日本旅行業協会（JATA）に「VWC2000
万人推進室」がおかれ，「もっと海外へ」をキャッチ・フレーズに，海外旅行の需要喚
起が図られている。ツー・ウェイ・ツーリズムが基本と考えれば，VJCに軸足をおくに
せよ，VWCへの取り組みも不可欠となる。
2 － 3 － 6 　観光庁のスタート
2008（平成20）年 4 月25日，「国土交通省設置法等の一部を改正する法律」が成立，
国土交通省に観光庁が設置されることになり，10月 1 日，開設。本保芳明初代観光庁長
官のリーダシップの下，官民一体となっての「住んでよし，訪れてよしの国づくり」の
取り組みが開始された。この意味で，2008（平成20）年は，日本の観光にとって，記念
すべき年となった。
開設にあたり，麻生太郎首相は「観光立国は21世紀のくにづくりの柱。政府をあげて
推進するが，観光庁がそのけん引役を担う。国民の期待に答え，観光立国の実現という
重要な任務を着実に遂行することを祈念している」とのメッセージをよせ，金子一義国
土交通大臣は「2020年には外国人訪問観光者を2000万人の目標に対して官民あげて実現
のために努力をしたい」と挨拶した。
観光庁HPのトップページには，「観光庁は，観光立国実現のために 5 つの目標を掲げ，
施策の実施を強化します」とあり，目標として，
①　訪日外国人旅行者数：1000万人
②　日本人の海外旅行者数：2000万人
③　観光旅行消費額：30兆円
④　日本人の国内観光旅行による 1 人当たりの宿泊数： 4 泊
⑤　我が国における国際会議の開催件数： 5 割増
の 5 つが示されている。2007年に閣議決定された「観光立国推進基本計画」をうけての
目標設定である。
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2 － 3 － 7 　第二の開国／2020年2000万人に向けて
2008年 6 月20日，観光立国推進戦略会議の第12回会議において，「観光庁は，関係省
庁と連携して，観光立国に係る中長期的な戦略，とくにインバウンドに係る中長期的戦
略（2020年に2000万人を目標）を策定すべき」との提言がなされる。
2009年 3 月13日，第13回会議においては，2020年訪日外国人2000万人の実現に向けた
提言「訪日外国人2000万人時代の実現へ」が取り纏められた。副題は「もてなしの心に
よるあこがれの国づくり（第二の開国）」であった。
2 － 3 － 8 　政策の継続と目標の前倒し
2009年 8 月30日の衆議院選挙では，民主党が115議席から308議席へ躍進，民主党政権
が誕生した。
10月 1 日，観光庁が発足して 1 周年を迎えたことを受け，民間（経済界，観光関係）
と政府（国交省，官公庁，内閣官房）での政策懇談会，「今後の観光庁及び観光政策に
関する懇談会」が開催された。前原誠司新国土交通大臣の挨拶の概要は，以下の通りで
あった（観光庁トッピクス2009/10/16）。
① 　国土交通省の所管は非常に幅広いが，就任時の職員への挨拶で，最も力を入れる分
野の一つとして観光を挙げた。我が国の将来にとって，いかに成長分野を作り育てて
いくかが重要であり，観光は成長戦略の核となりうると考えている。
② 　松下政経塾の師である松下幸之助氏が昭和30年代から「観光立国」を提唱していた
こともあり，観光への思い入れは非常に強い。
③ 　国際観光については，より多くの方々に日本の良さを感じていただきたいと考えて
いる。2020年までに訪日外国人旅行者数2000万人という目標があるが，達成時期を前
倒ししたい。例えば，パリは年間6000～7000万人の外国人が訪れているが，我が国が
全体で2000万人という目標では低いのではないかと考えている。
④ 　また，国内観光については，体験型，滞在型，療養型等の観光を目指している。本
日お集まりの皆様から頂いたご意見を生かした政策立案を考えていきたいので，闊達
なご議論をお願いしたい。
新大臣の個人的な想いはともかく，新政府においても，VJCの観光立国の政策が積極
的に推し進められることを確信させる挨拶であった。
2 － 3 － 9 　Visit Japan Year 2010
2009年12月25日，観光庁から，「「Visit Japan Year 2010」冬キャンペーンを実施しま
す！」の報道発表があった（観光庁／報道発表2009-12-25）。「「ビジット・ジャパン・
キャンペーン」（VJC）の目標年である2010年を「Visit Japan Year」（VJY）と位置づけ，
VJYの目玉の 1 つである冬キャンペーンを2010年 1 月～ 3 月にかけ実施します」，とあ
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り，発表の趣旨は，以下の通りであった。
① 　観光庁では，2010年に訪日外国人旅行者数を1000万人とすることを目標に，官民一
体となって日本の観光魅力の海外発信や魅力的な訪日旅行商品の造成等を行うVJCの
取組みを推進しております。また，中・長期的な目標として2016年に2000万人，2019
年には2500万人を目指すこととしており，VJCの節目の年である2010年に確実に1000
万人を達成するため，来年をVJYと位置づけ日本全国で外国人旅行者をお迎えする機
運を高める取組みを進めてまいります。
② 　今回実施する冬キャンペーンは，民間企業や自治体等の方々の協力を得て行うVJY
の目玉キャンペーンの 1 つです。1 月～ 3 月の期間に日本を訪れる外国人旅行者の方々
に，協賛いただく宿泊施設や観光施設，商業施設など全国1000以上の施設で割引やプ
レゼントなど各種特典を提供するほか，歓迎イベント等の開催を展開していきます。
③ 　また，あわせて期間中は国民の外国人旅行者受入れ意識の向上を図るため，協賛
施設等を中心に冬キャンペーンのポスターを掲出するなど，民間企業や団体等とタイ
アップして，様々な事業・告知を展開していきます。なお，2010年 9 月～11月の期間
にも秋キャンペーンを実施する予定です。
さらに，冬キャンペーンでは，各企業や団体等とのタイアップに加え，重点地域とし
て北は富良野・美瑛から南は雲仙まで，16の地域を選定し，地域全体でキャンペーンに
取り組むこととしている。
注目すべきは，VJCの中・長期的な目標が，「2016年に2000万人，2019年には2500万
人」と，観光立国推進戦略会議12回会議の提案「2020年に2000万人」よりもさらに前倒
しされている点である。新しい政府の観光への積極的な取り組みの姿勢が見て取れる。
2010年 1 月 4 日，観光庁は，溝畑宏（元㈱大分フットボールクラブ代表取締役）を新
しく観光庁長官とする「観光庁幹部人事異動（平成22年 1 月 4 日付）」を行なった（観
光庁／トピックス，2010-01-04）。現在，VJCでは，3000万人が目標となっている。
3 　観光立国の意味
わが国の観光政策や観光行政の経緯から，言われている「観光立国」の意味について
検討する。
いま，国際社会は，南北問題（国家間の貧富格差，国民間の貧富格差）と環境問題
（資源の枯渇，地球温暖化）という近代が創り出してきた負の遺産に直面している。
近代観光＝マス・ツーリズムが近代の落とし子であるとすれば，脱近代観光＝オール
タナティヴ・ツーリズムの構想は，脱近代の構想と重なることとなる。
われわれは，どのような未来を構想し，新しい時代の観光としてどのような観光を構
想すればよいのか。構想される観光は，いますすめられている観光立国の政策と整合性
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を持つことが出来るのか。
3 － 1 　国際交流の視点から
3 － 1 － 1 　外客2000万人時代のイメージ
VJCでは，2003年度は韓国，台湾，アメリカ，香港，中国の 5 つの国と地域，2004
年度は英，独，仏の 3 つの国を加えた 8 つの国と地域，2005年はシンガポール，タイ，
オーストラリア，カナダの 4 つの国をくわえた12の国と地域，を重点市場としてキャン
ペーンを行っている。さらに，2006年度からはインド，ロシア，マレーシアが準重点市
場の扱いとなった。しかし，現実はどうか。
2008年 8 月 8 日に開催の観光立国推進戦略会議の観光実務に関するワーキンググルー
プの第 1 回会合での配布資料に拠れば，「2020年訪日外客2000万人の国別構成イメー
ジ」は，図表 4 に示すとおりである。
図表 4 　訪日外客2000万人の国別構成イメージ／万人
首相官邸／観光立国推進戦略会議（2009－12－09）
2008年の実績 2020年のイメージ
万人 ％ 万人 ％
韓国 238 28.5% 400 20.0%
台湾 139 16.6% 200 10.0%
中国 100 12.0% 600 30.0%
香港 55 6.6% 80 4.0%
タイ 19 2.3% 70 3.5%
シンガポール 17 2.0% 70 3.5%
マレーシア 11 1.3% 40 2.0%
その他のアセアン諸国 19 2.3% 30 1.5%
インド 7 0.8% 20 1.0%
その他アジア 10 1.2% 20 1.0%
英国 21 2.5% 30 1.5%
ドイツ 13 1.6% 30 1.5%
フランス 15 1.8% 40 2.0%
その他の欧州諸国 33 4.0% 90 4.5%
ロシア 7 0.8% 20 1.0%
アフリカ 2 0.2% 10 0.5%
米国 77 9.2% 130 6.5%
カナダ 17 2.0% 40 2.0%
中南米 8 1.0% 30 1.5%
オーストラリア 24 2.9% 40 2.0%
オセアニア 3 0.4% 10 0.5%
合計 835 100.0% 2000 100.0%
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2020年2000万人時代における訪日外国人は， 1 位が中国の600万人， 2 位が韓国の400
万人， 3 位が台湾の200万人， 4 位は米国の130万人であるが， 5 位には香港の80万人が
想定されている。以下，タイとシンガポールのそれぞれ70万人，マレーシアの40万人が
つづく。中国語圏（中国，台湾，香港）とハングル語圏（韓国）で1280万人，全体の
64％を占める。アセアン諸国とインドなどを加えたアジア全体では，1530万人で，全体
の76.5%となる。
2008年の実績から見れば，2000万人の実現には，中国では500万人の積み上げ，韓国
では同じく162万人の積み上げが前提とされている。しかしこれが実現すれば，この 2
国で訪日外客の50%をしめることになる，アジア人を敬遠し欧米人を歓迎するむきもあ
るが，近い将来においては，訪日外国人の 2 人に 1 人は，中国人か韓国人となる。この
ことを踏まえてのVJCでなければならない。
3 － 1 － 2 　平和の括りの拡大
歴史学者の堀米庸三（1964）は，「平和団体の拡大の理論」として，平和団体の漸次
的な発展を中心とする時代区分を提案する。平和団体とは，その内部で暴力の行使が禁
止されている団体，暴力の行使が正当化されていない団体をいう。最初の形態は「家」，
つぎに，「農村共同体」，ヨーロッパでは「都市」，「都市国家」，そして封建時代の「地
方権力」，「大諸侯」，「国王」，近代の「国家」。しかし，近代以降，国家と国家の対立は
止まず，不戦条約，軍縮，さらに，国際連盟，国際連合など，戦争を国際紛争解決の方
法とすることに制裁を加える動きが出てくるが，世界が一つの平和団体となるのはいつ
の日か，まだ先は見えない。
暴力に制裁を加えるよりは，平和の括りを拡大することへの努力が必要ではないか。
欧州におけるEEC，EC，EU，さらには，シェンゲン協定，などにその兆しが見える。
さらに卑近，卑小な例ではあるが，日中韓観光大臣会議に，平和団体として現状最大単
位である国と国が，より大きな括りを目指そうと努力している兆しが見える。これが，
ひとつの希望だ。観光には，国際観光には，おそらく，こうした兆しを，こうした動き
を促進する力がある。1967年，いまから40年前の国際観光年での標語「観光は平和への
パスポート（Tourism; Passport to Peace）」の意味をもう一度かみしめてみる必要があ
る。
2003（平成15）年10月，インドネシアで，小泉純一郎首相，温家宝（オン・カホウ）
総理，盧武鉉（ノ・ムヒョン）大統領，による日中韓首脳会談が開催され，「日中韓三
国間協力の促進に関する共同宣言」の中で，「三国間の観光の拡大を促進し，三国以外
の住民による三国への周遊ツアー等の分野で観光当局及び観光産業の間の交流と協力を
強化する」旨が合意された。2005（平成17）年，日本の国土交通省から，中国，韓国に
対し日中韓観光大臣会合の開催を提案し，これをうけ，2006（平成18）年 7 月，北海道
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で第 1 回日中韓観光大臣会合が開催された。2007（平成19）年 6 月，中国の青島市で第
2 回会合，2008（平成20）年 6 月，韓国の釜山，済州，忠清北道で第 3 回会合，2009年
には再び日本に戻り，名古屋で第 4 回会合が開催されている。
3 － 2 　地域振興の視点から
3 － 2 － 1 　風と土が風土を創る
誰でも，汚れた町に住みたくはない。「住んでよし」の美しい町に住みたいと思う。
しかし，普段の生活の中では，自分の町が汚れているのか美しいのか，考えることはな
い。町の人は，旅の人が訪れることを意識することで，「住んでよし」の町を創ること
へ動機づけられる。そして実際に旅の人を迎えることで，動機づけはさらに強化される。
交流の視点に立てば，「住んでよし」と「訪れてよし」は，実は，町づくりにおいては
スパイラルな関係にあるのだ。
旅の人は風である。地の人は土である。風と土が風土を創る。旅の人と地の人の交流
から風土は創られる。風土こそがその地域の光である。
インバウンドを基軸とした観光政策，観光立国の推進を背景に，多くの自治体が，高
齢化，少子化，過疎化による定住人口の減少への対抗措置として，観光による交流人口
の拡大を政策目標に取り上げ，取り組みを開始している。なぜ交流かについては，経済
的視点もさることながら，むしろ，「町を元気に，町を綺麗に」の文化的な視点が重要だ。
3 － 2 － 2 　阿見町観光プロデュース会議
茨城県の阿見町は，霞ヶ浦に接し，人口47,792人，総面積71.39平方キロメートル，土
浦市やつくば市に隣接するちいさな町である。鉄道の駅も，観光協会も，道の駅もな
い。そんな阿見町が，2008（平成20）年 7 月30日，10名のプロデューサーを委嘱し，阿
見町観光プロデュース会議を立ち上げた。香川は，チーフ・プロデューサーとして参加，
「観光資源を再発見し観光対象へと再構築することで観光振興をはかる」というプロセ
スを町の人々と共有することとなった。
初年度の2008年度は，プロデュース会議（ 1 回），現地調査（ 1 回），フォローアップ
検討会（ 5 回）の集まりであったが，「住んでよし，訪れてよし」の意味の確認をとお
して，まちづくりについての共通理解が形成されるにつれ，プロデューサーの目線は，
汚れた霞ヶ浦の再生，竹藪化した竹林の再生，に向かうことになる。訪れる人を意識す
ることによって生じた，ある意味で，必然の結果であった。
2009（平成21）年 2 月24日，フォローアップ検討会の第 5 回会議で，プロデュース会
議から田川弘二阿見町長に提案書が手渡された。
提言書では，基本コンセプトとして，「ゆったり，自然を，歴史を，歩く」を提案。
さらに，期待される施策としては，「竹薮を竹林として再生させ，循環型の観光交流空
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間を想像する」を提案，具体的目標としては，竹を生かした環境整備，竹を生かした観
光，など，循環を配慮しつつ，さらなる観光交流空間の深化を目指すことが提案されて
いる。マス・ツーリズムへの反省にたって構想されるオールタナティヴ・ツーリズムに
おいては，持続的，循環的であることが求められる。地域住民が自らが「住んでよし」
の観光を創造しようとするところからサステイナブル・ツーリズムの地平が開けてくる。
そのココロが，キャッチ・コピー「浦に在り，時を編み，風と遊ぶ」（うみにあり，と
きをあみ，かぜとあそぶ），に込められている。霞ヶ浦，歴史，旅人との持続的な関係
が意図されている。
2009（平成21）年度，阿見町観光プロデュース会議は 2 年目を迎えた。初年度の提言
書に基づいて，メンバー以外の学生や町民にも呼びかけつつ，竹藪の間伐，切り出した
竹を使っての祭り（まい・あみ・まつり）への参加，使用済みの竹から竹炭を作る，な
ど具体的な行動，持続と循環への挑戦の試みを展開している。
一方，町の行政として，わずかではあるが国や県からの補助金をベースに，竹薮の現
状調査，拠点を決めての間伐事業，に予算をつけることができ，今年度の事業としてこ
れが進められている。
竹を巡っての，持続型，循環型の観光空間づくりの実践は，集まったプロデユーサー
のなかに新しい機運を吹き込むことになった。いま，会議の話題は，これまでの竹への
取り組みのプロセスを持続的に拡大維持する仕組みを，さらには，町の人が自主的に観
光プロデュースに参加する仕組みを，どう構築すればいいのか，に集中している。
2010年度が，おそらくは，プロデュース会議の最終年度となる。茨城空港に中国や韓
国からの子供たちが降り立ち，阿見町の子供たちと竹の筏にのって霞ヶ浦で遊ぶ，そん
な絵も想像しながらの 3 年目になる。
3 － 2 － 3 　新しいパートナー
旅行業の機能は，ホールセール（旅行商品の造成と卸し），リテール（小売），オペ
レート（現地の手配）の 3 つであり，いずれを主業務とするかで，旅行業者は，ホール
セラー，リテーラー，オペレーター（ランド・オペレーター，ツアー・オペレーター）
のいずれかに区分される。
三者の関係では，ホールセラーの立場が一番強く，オペレーターの立場が一番弱い。
しかし，観光の現場でホストとゲストの出会いの場面にいるのはオペレーターであり，
観光商品が商品として完成されるかどうかの鍵を握るのもオペレーターである。もし，
それぞれの国で事業を行うオペレーターが国を超えて横に提携したときに，どのような
可能性が開けるだろうか。
向山秀昭（2007）の指摘にもあったように，1971年以来，旅行業の重点は日本人の外
国旅行に傾斜し，この30年間，その経営はアウトバウンドが基軸であったのだ。アウト
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バウンド主体でやってきた旅行業が，インバウンドへの回帰に戸惑っている状況を見る
と，観光振興に努力する地域，市町村においては，むしろ相談相手は観光の最前線で力
をつけてきたランド・オペレーター，ツアー・オペレーターかもしれない，と思えてく
る。地域は，地域を理解し地域を代弁するパートナーを求めている。
もちろん，外国人観光客を誘致しよう，という努力もあったが，ビネジス的には大き
な流れとはならなかった。国内観光とアウトバウンドの国際観光を基調に，日本の観光
事業とくに旅行業の今日的な発展があり，その限りにおいて観光経営の知識が蓄積され，
制度が構築されてきた，と見ることができる。
インバウンドに軸足を置いた観光交流，ツーウェイツーリズムを実現しようとすれば，
インバウンドのソフトとハード，すなわち外国人観光客を迎えるための文化，知識，技
術，制度，基盤の再整備が急務となる。とくに旅行業についていえば，今までゲスト側
に置いていた軸足をむしろホスト側に置き直し，ビジネスのモデルを再構築する努力が
必要だろう。
4 　おわりに
観光は，観光旅行，観光交流，観光事業の 3 つの側面から捉えることができる。そこ
での主役は，観光者であり地元民であり事業者である。観光がツーウェイである限り，
われわれは観光者になる場合もあれば地元民の立場に立つこともあり，事業者としての
現場に立つこともある。観光立国では，いずれの立場に立とうとも，人間や自然，文化
や歴史に慈しみの心を持って接することができる人材，すなわちホスピタリティのある
人材を育成することが前提となる。
人材の教育は，大学や企業だけが，その場であるわけではない。香川眞（2009b）の
研究は，観光のまちづくりへの参加が，道徳的倫理の発達に係わることを示唆している。
蓮見孝（2009）の研究は，地域再生プロデュースへの参加がQOLに係わることを検証
している。
持続，循環を目標とする「住んでよしのまちづくり」は，明日の平和の世界を希求し
創造する人材を育成する場でもある。そうしてつくられる町は，住んでよしの町，結果
として，訪れてよしの町となる。観光立国は，それぞれの地域のまちづくり，ひとづく
りから始まる。
参考文献
新井佼一，2009，「国際観光政策の展開」，寺前秀一編著，『観光政策論』，観光学全集第 9 巻，
原書房，pp.95-137
香川眞，2008，「観光の意味再考Ⅶ―持続と循環：阿見町の事例から―」，日本国際観光学会第
観光立国の意味を考える
社会学部論叢　第20巻第 2 号 2010. 3〔40〕
199
10回全国大会，『発表論文集』，pp.66-67
香川眞，2009a，茨城県の観光の現状と課題」，『JOYO ARC』，財団法人常陽地域研究センター
（常陽ARC），2009年 4 月号，No.474，pp.6-13
香川眞，2009b，「観光の意味再考Ⅷ―阿見町観光プロデュース事業とホスピタリティの育成
―」，日本国際観光学会第11回全国大会，『発表論文集』，pp.46-47
蓮見孝，2009，『地域再生プロデュース―参加型デザイニングの実践と効果―』，文眞堂
向山秀昭，2007，「観光政策」，香川眞編，日本国際観光学会監修，『観光学大事典』，木楽舎，
pp.125
観光庁／トップページ（2010-01-04）
　http://www.mlit.go.jp/kankocho/
観光庁／トッピクス（2010-01-04）
　https://www.mlit.go.jp/kankocho/topics01_000014.html
観光庁／観光庁 5 つの目標（2009-12-09）
　http://www.mlit.go.jp/kankocho/
観光庁／報道発表（2009-12-25）
　http://www.mlit.go.jp/kankocho/news08_000030.html
観光庁／今後の観光庁及び観光政策に関する懇談会概要（2010-0-04）
　http://www.mlit.go.jp/common/000050735.pdf
首相官邸／観光立国関係閣僚会議（2009-12-09）
　http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kanko2/index.html
首相官邸／観光立国関係閣僚会議（第 1 回）議事次第（2009-12-09）
　http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kanko2/dai1/1gijisidai.html
首相官邸／観光立国関係閣僚会議の開催について（2009-12-09）
　http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kanko2/konkyo.html
首相官邸／観光立国関係閣僚会議開催状況（2009-12-09）
　http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kanko2/kaisai.html
首相官邸／観光立国推進戦略会議と開催状況（2009-12-09）
　http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kanko2/suisin/index.html
首相官邸／観光実務に関するワーキンググループと開催状況（2009-12-09）
　http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kanko2/suisin/working/index.html
首相官邸／観光立国懇談会（2009-12-09）
　http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kanko/index.html
首相官邸／観光立国懇談会開催状況（2009-12-09）
　http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kanko/kaisai.html
首相官邸／訪日外国人旅行促進に関する中長期的戦略について（案）（2009-12-09）
　http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kanko2/suisin/working/dai4/siryou.pdf
首相官邸／観光立国推進戦略会議（2009-12-09）
　http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kanko2/suisin/working/dai1/siryou3.pdf
首相官邸／第156回国会における小泉内閣総理大臣施政方針演説（2009-12-09）
観光立国の意味を考える200
社会学部論叢　第20巻第 2 号2010. 3〔40〕
　http://www.kantei.go.jp/jp/koizumispeech/2003/01/31sisei.html
JNTO ／2008訪日外客数（総数）（2009-12-09），
　http://www.jnto.go.jp/jpn/downloads/2008_total.pdf
